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１．決 算 規 模  

元年度の決算規模（歳出）は、前年度と比較すると、一般会計は 14億円の増、特別会計は 10億

円の減、企業会計は 4億円の増となり、全会計では 8億円の増となりました。 
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以下、２.決算収支  ３.基金等  ４.歳 入  ５.歳 出  は一般会計、６.主な財政指標 は、

普通会計の内容で記載しています。 

 

 会 計 区 分  

小樽市では、「一般会計」のほか８つの「特別会計」と５つの「企業会計」を設置しています。「一

般会計」から「特別会計」「企業会計」に対し、法令等で定められた基準により繰出金を支出するほか、

必要に応じて、特別会計の収支余剰・不足を一般会計との繰入または繰出により調整しています。 

 

一般会計

繰出 青果物卸売市場 水産物卸売市場

国民健康保険 住　　宅 介護保険

繰入 産業廃棄物処分 後期高齢者医療

繰出 病　　院 水　　道 下 水 道

産業廃棄物等処分 簡易水道

福祉や教育、衛生など

地方公共団体の行政運

営における基本的な会

計

港湾整備

特定事業に限定し、一般会計と区別するために設置した会計

特別会計

企業会計

企業経営という観点を取り入れ、地方公営企業法の全部又は

一部の適用を受ける会計

 

上記の会計区分ほかに、「普通会計」「公営事業会計」の区分があります。地方公共団体ごとに会計

の区分や範囲が異なることから、全ての団体相互間の財政比較や時系列比較が可能となるよう国が定

めた決算統計上の分類で、小樽市の「普通会計」は、一般会計及び２つの特別会計（住宅事業、産業

廃棄物処分事業）によって構成されています。 

なお、令和元年度末をもって、産業廃棄物処分事業特別会計を廃止しました。 
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２．決算収支（一般会計）  

「実質収支」は 22年度から 10年連続で黒字となりました。一方で、前年度の実質収支を差し引

いた「単年度収支」及び財政調整基金の積立て・取崩しを考慮した「実質単年度収支」は、28年度

から 4年連続で赤字となりました。 

■一般会計の決算状況
（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

実質収支 1,184 1,173 157 286 500 1,922 663 221 216 141

単年度収支 1,215 ▲11 ▲1,017 130 214 1,422 ▲1,259 ▲442 ▲5 ▲75

実質単年度収支 (ｱ) 1,215 656 654 ▲443 358 1,744 ▲298 ▲410 ▲194 ▲517

【参考】財政調整基金繰入額 － － 258 1,165 － － － 300 300 550

財源対策

(他会計借入など)
(ｲ) 612 411 － － － － － － － －

財源対策を考慮した

実質単年度収支
(ｱ）－(ｲ) 603 245 654 ▲443 358 1,744 ▲298 ▲410 ▲194 ▲517

※他会計からの借入は平成23年度が最終です。  

 元年度の収支状況  

元年度の実質収支は 1 億 4,100万円の黒字となりました。実質収支から元年度の歳入に含まれる 30

年度の決算剰余金である前年度繰越金 2億 1,600 万円を控除した単年度収支は 7,500万円の赤字、単

年度収支に、財政調整基金の積立金 1億 800万円及び取崩しによる繰入金 5 億 5,000万円を考慮した

実質単年度収支は 5億 1,700 万円の赤字となりました。 

なお、当初予算における収支不足を補うため行っていた他会計などからの借入による財源対策につ

いては、平成 24年度以降は実施していません。 

（※「他会計などからの借入れ」については、３ページ(３)を参照） 
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実 質 収 支：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額 

単 年 度 収 支：当該年度の実質収支から前年度の実質収支（前年度繰越金）を差し引いた額 

実質単年度収支：単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基

金の取崩額を差し引いた額 

財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するための積立金 
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３．基 金 等（一般会計）  

（１）財政調整基金・減債基金 

財政調整基金と減債基金は、財源調整や市債（借入金）の償還に充てるための積立金です。

両基金とも、16 年度以降は全額取崩しにより残高がゼロとなっていましたが、22 年度決算で

実質収支が黒字となったことから、23年度に財政調整基金へ積み立てています。 

元年度は、前年度決算剰余金などにより 1億 800万円を積立てした一方、財源調整のために

5億 5,000万円の取崩しを行いました。 

667

2,337
1,764 1,908 2,230

3,191 3,223 3,034 2,592

0
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4,000
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財政調整基金・減債基金の年度末残高百万円

財
政
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金

※基金残高は、出納整理期間中の積立て・取崩しを含みます。 ※減債基金残高は、H16年度以降ゼロとなっています。  

（２）特定目的資金基金 

特定の目的のための資金基金の残高は、25年度に｢庁舎建設資金基金｣「地域の元気臨時資金

基金」の創設などにより増加し、26年度に｢地域の元気臨時資金基金｣｢市立病院新築資金基金｣

において、目的に沿った事業の財源として全額活用したことから減少しました。28年度以降は

「ふるさと納税」による寄附金が増加したことから、残高が増加傾向にあります。 

元年度は、森林整備等を行うための事業の資金とする目的で「森林環境整備事業資金基金」

を創設し、「地域経済活性化等推進資金基金」を廃止しました。 
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資金基金設置数

 

（３）他会計などからの借入れ 

13年度以降に財政調整基金・減債基金の残高が大きく減少したため、14年度から 23年度

までの間、不足する財源について他会計や基金から借入れを行ってきました。 
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４．歳  入（一般会計）  

（１）歳入の内訳 

元年度の歳入をみると、地方交付税が 157億 6,000万円で、歳入全体の 28.3％を占めていま

す。次いで、国・道支出金が 146 億 2,700 千円で 26.3％、市税が 135 億 9,400 万円で 24.4％

となっています。 

34,483

<61.8%>
21,240

<38.2%>

市 税

13,594 <24.4%>

譲与税・交付金

2,908 <5.2%>

地方交付税

15,760 <28.3%>

市 債

(臨時財政対策債など)

1,430 <2.5%>

その他の一般財源

(前年度繰越金など)

791 <1.4%>

使用料・手数料

923 <1.7%>

国・道支出金

14,627 <26.3%>

市 債

(建設事業分など)

2,330 <4.2%>

諸収入

2,686 <4.8%>

その他の特定財源

(分担金・負担金など)

674 <1.2%>

特定財源 一般財源

歳入総額

55,723

歳入内訳の構成（元年度） 単位：百万円

 

（２）一般財源 

元年度の一般財源収入は、前年度と比べ、地方消費税交付金、臨時財政対策債などで減少し

ましたが、地方交付税や財政調整基金からの繰入金などで増加したことにより、全体では 7,400

万円の増となりました。 
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一 般 財 源：市税や地方交付税など、市が自らの判断で使途を決めることができる財源（多様な

行政ニーズに対応した市独自の政策を実施するためには、一般財源の確保が重要と

なる） 

特 定 財 源：国・道支出金や使用料・手数料など、使途があらかじめ定められている財源 
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（３）市  税 

元年度の市税収入は、前年度と比べ、法人市民税、たばこ税、特別土地保有税で減収となり

ましたが、個人市民税、固定資産税、軽自動車税、入湯税、都市計画税で増収となり、全体で

は 6,700万円の増収となりました。 
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市税収入率は、現年課税分については前年度に比べ上昇し、過去 10 か年で最高値となりま

した。また、滞納繰越分を合わせた市税全体の収入率は、２年連続で上昇しました。 
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（４）地方交付税 

地方交付税と、普通交付税の一部が振り替えられた臨時財政対策債を合わせた「実質的な地

方交付税」は、国の「三位一体の改革」の影響により 16 年度に大幅な削減を受けて以降、19

年度まで減少していましたが、地方再生対策費等の算定項目の新設などもあり、20年度から増

加傾向に転じました。 

その後、24 年度は積雪度級地区分の見直しなどにより増加しましたが、25 年度は地方財政

計画における地方公務員給与費の削減、26年度及び 27年度は地方消費税交付金の増収、28年

度は普通交付税算定の基礎となる国勢調査人口の減少（22 年度調査数値から 27 年度数値に置

き換えられた）、29年度は人口急減補正（国勢調査人口の減による普通交付税の急減を緩和し、

毎年度段階的に減額される）や市税収入の増収、30年度は地域経済・雇用対策費の算定項目の

廃止や、生活保護費において、前年度の被生活保護者数の確定に伴う精算などが普通交付税の

算定に反映されたことなどから、それぞれ減少しました。 

元年度は、寒冷度級地区分の見直しが算定に反映されたことなどにより、前年度に比べ減少

しました。 
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地 方 交 付 税：地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービス

を提供できるよう国税の一部が地方公共団体に交付されるもので、使い道が特定さ

れる「国庫支出金」などと違い、地方自治体が自由に使えるお金（一般財源）とし

て、市税と合わせて一般会計歳入の約半分を占める主要な財源 

普 通 交 付 税：財源不足団体に対して交付される地方交付税 

特 別 交 付 税：普通交付税で捕捉されない特別の財政需要に対して交付される地方交付税 

臨時財政対策債：地方交付税を交付するための財源に不足が生じていることから、不足額の一部を地

方負担により補塡するため、地方自治体に特例で借入が認められた地方債（返済す

る際の元利償還額は、後年度の地方交付税の算定において全額算入される） 
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５．歳  出（一般会計）  

（１）目的別決算状況 

歳出を使われる目的別にみると、元年度も引き続き民生費が一番多く、次いで職員給与費、

公債費の順となっています。 

前年度と比較すると、土木費において、除雪費の減などにより 2億 8,300万円減少しました

が、民生費において、低所得者・子育て世帯プレミアム付商品券事業費や教育・保育給付費負

担金の増などにより 6億 8,500万円、教育費において、校舎等耐震補強等事業費（幸小）の増

などにより 7億 7,500万円それぞれ増加し、歳出総額で 13億 5,500万円の増となりました。 
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4,981
4,965 4,786

4,503

2,491 3,128 3,371

4,027

2,885 3,529
3,351

3,221 1,919
2,694

6,781 6,773
6,703

6,500

6,100 5,315
5,218

5,475
5,218

4,995

8,603 8,747 8,447

8,093

8,244 8,332
8,145

8,019
8,188

8,075

1,827 2,388
3,747

2,582

1,466 1,609
2,445

1,492
1,236

1,257

56,727 57,043
58,896

59,898

55,642 56,114
58,142

55,914
54,207

55,562
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労 働 費

農林水産業費

商 工 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費

教 育 費

公 債 費

職 員 給 与 費

そ の 他

(議会費、消防

費、諸支出金、

繰上充用など)

歳 出 合 計

 

 

総  務  費：庁舎の管理、企画調整、財務、税務、戸籍、統計調査、選挙などに使われる経費 

民  生  費：児童、高齢者、心身障害者等の福祉施設の整備や運営、生活保護などに使われる経費 

衛  生  費：保健所やごみ処理など健康で衛生的な生活環境を保持するために使われる経費 

労  働  費：失業や就業対策のために使われる経費 

農林水産業費：農業、林業、水産業の振興のために使われる経費 

商  工  費：商業や観光事業などの振興のために使われる経費 

土  木  費：道路、河川、住宅、公園など各種の公共施設の整備や維持管理などに使われる経費 

教  育  費：小・中学校、社会教育など教育関係に使われる経費 

公  債  費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 

諸 支 出 金：直ちに特定の行政目的達成に結びつくものではない経費（財政調整基金積立金、特別

会計などへの借入金償還金など） 
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（２）性質別決算状況 

歳出を経費の性質別に見ると、元年度も前年度と同様に扶助費が一番多く、次いで人件費、

繰出金の順となっています。 

9,490 9,747 9,378 9,025 9,199 9,396 9,159 9,069 9,257 9,160

16,128 16,521 16,528 16,619 17,162 16,955 17,992 17,394 17,207 17,389

6,782 6,774 6,703 6,501 6,100 5,315 5,218 5,475 5,218 4,995

3,817 4,151 4,044 4,160 4,432 4,577 4,483 4,419 4,369 4,582

1,415
1,600 1,815 1,850 2,045

1,576 1,747 1,916 1,908 1,591

5,389
4,945 5,076 5,485 4,975

5,401
5,987 5,465 5,472 6,112

8,739 7,351 7,378 8,067 6,706 7,300
7,040

6,857 6,954 6,911

2,000 2,576 3,236
3,833

2,870 3,073
3,157

2,553
1,304

2,561

2,967 3,378
4,738

4,358

2,153 2,521
3,359

2,766
2,518

2,261

56,727 57,043
58,896

59,898

55,642 56,114
58,142

55,914
54,207

55,562
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性質別歳出決算の推移
百万円

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

補 助 費 等

繰 出 金

普通建設事業

そ の 他

(積立金、貸付

金、災害復旧、

繰上充用など)

歳 出 合 計

物 件 費

維 持 補 修 費

 

性質別経費のうち、「人件費」「扶助費」「公債費」の３つの経費は、いわゆる「義務的経費」

といわれ、固定的な性格の強い経費です。元年度では歳出全体の 56.8％（30 年度 58.4％）を

占めており、本市財政の硬直化の一因となっています。 

義務的経費
31,544 <56.8%>

人 件 費
9,160 <16.5%>

扶 助 費
17,389 <31.3%>

公 債 費
4,995 <9.0%>

物 件 費

4,582 <8.3%>

維持補修費

1,591 <2.9%>

補助費等

6,112 <11.0%>

繰 出 金

6,911 <12.4%>

普通建設事業

2,561 <4.6%>

そ の 他

(積立金・貸付金など)

2,261 <4.0%>

歳出総額
55,562

歳出内訳の構成（元年度） 単位：百万円

 

 

扶 助 費：生活保護や医療助成など個人に給付される経費、保育所等の運営に係る経費など 

公 債 費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 
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（３）人件費 

人件費は、前年度と比較して、退職手当で 1 億 100 万円減少したことなどにより、全体で

9,700万円の減となりました。 

なお、退職手当を含む職員給与費について、22年度と比較すると 5億 2,400万円の減となっ

ています。 

7,465 7,466 7,318 7,175 7,320 7,432 7,291 7,422 7,446 7,441

1,152 1,290 1,133
922 941 914 867 607 753 652

873 991
927

928 938 1,050 1,001 1,040 1,058 1,067

9,490
9,747

9,378
9,025 9,199 9,396 9,159 9,069 9,257 9,160
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職員給与費

(退職手当

を除く)

その他

(委員・嘱託

員報酬など)

退職 手当

合 計

 

 

元年度の年度末職員数は、前年度と比較して、一般会計で 9人の減となりましたが、全会計

の合計で 16人の増となりました。これは病院事業会計で 28人増となったことなどによるもの

です。 

なお、22年度と比較すると全会計の合計で 19人の増となっています。 

56
63

57
49 51 52 54

40
49

43

1,031 1,014 1,001 1,009 998 994 998 1,023 1,021 1,012

1,670 1,654 1,655 1,661 1,651 1,633 1,657 1,674 1,673 1,689

0

50

100

150

200

0

500

1,000

1,500

2,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

年度末職員数及び退職者数の推移

退職者数(一般会計分) 一般会計の職員数 全会計の職員数

職員数(人) 退職者数(人)

※職員数は、各年度末（3月31日）現在の人数です。
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（４）扶助費 

扶助費は 173億 8,900万円で、前年度と比較して 1億 8,200万円(1.1％)の増となりました。 

なお、「保育所等」で 3億 3,500万円(19.3％)の増となっていますが、これは元年 10月から

実施された幼児教育・保育無償化に伴う給付費の増などによるものです。 

22 年度と比較すると、「生活保護」で 9億 8,900万円(11.2％)、「児童手当・児童扶養手当」

で 4億 6,500万円(18.8％)それぞれ減少しましたが、「障害者福祉」で 18億 5,600万円(80.8％)、

「保育所等」で 9億 7,700万円(89.6％)それぞれ増加しており、全体で 12億 6,100万円(7.8％)

の増となっています。 

2,297 2,487
2,972 3,175 3,413 3,557 3,735 3,918 4,066 4,153

558 554
554

546
565 555 536 551 552 543

2,475
2,556

2,346 2,270
2,186 2,115 2,079 2,015 1,932 2,0101,090

1,172
1,159 1,160 1,209 1,408 1,497

1,685 1,732
2,067

604
635

565 580
538

544
532

536 529
495

8,829
8,864 8,671 8,640 8,618 8,312

8,343
8,241 8,122

7,840

394

211

1,020

156

275
253 261 248

239
253

250

292
274

281

16,128
16,521 16,528 16,619

17,162 16,955

17,992

17,394 17,207 17,389
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障害者福祉

老人 福祉

生活 保護

児童手当・

児童扶養手当

保育 所等

医療 助成

臨時給付金

そ の 他

合 計

 

扶助費の区分の主な内容は次のとおりです。 

障害者福祉：自立支援医療(更生医療)給付費、重度障害者福祉手当、介護給付費、地域生活支援事業

費など 

老 人 福 祉：老人ホーム保護費、ふれあいパス事業費など 

保 育 所 等：保育所費(市立保育所)、児童措置費(私立保育所、認定こども園など) 

医 療 助 成：重度心身障害者医療助成費、こども医療助成費、ひとり親家庭等医療助成費 

生 活 保 護：生活保護費 

そ の 他：就学援助費、結核対策費など 
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（５）公債費（元利償還額） 

※一時借入金利子及び市債の借換分を除きます。 

元年度の元利償還額は、一般会計では 49 億 9,400 万円で、前年度と比較して 2 億 2,300 万

円、4.3％の減、特別会計では 5 億 8,400 万円で、前年度と比較して 1 億 1,900 万円、16.9％

の減、企業会計では 47 億 2,800 万円で、前年度と比較して 1 億 6,300 万円、3.3％の減とな

り、全体では前年度と比較して 5億 500万円、4.7％の減となりました。 

 

元年度までに借り入れた市債の今後の元利償還額は、次のとおりです。 

 

※今後の元利償還額は、利率見直しによる利率の変動や借換えにより変動します。なお、令和２

年度以降新たに借り入れる市債の元利償還額は、このグラフに含まれていません。 

 
公債費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 

 

 

6,778 6,771 6,702 6,499 6,099
5,314 5,217 5,475 5,217 4,994

986 1,051 1,098 1,020
918

892 873 771 703 584

5,680 5,590 5,543 5,819

4,637

4,465 4,793 4,706 4,891
4,728

13,444 13,412 13,343 13,338

11,654

10,671 10,883 10,952 10,811
10,306
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※借換えに伴う元金償還額を除く

4,910 4,770 4,629 4,577 4,142 3,695
3,136 2,752 2,447 2,106

511 488 515 619
613

542

526
494

483
454

4,097 3,963 3,834 3,413

2,955

2,645

2,413

1,881
1,566

1,398

9,518
9,221 8,978

8,609
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6,882
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4,496
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各年度の借入額と元金償還額は、25年度と 26 年度において新市立病院建設に伴う公営企業

債の増などにより借入額が元金償還額を上回っていますが、その他の年度では、借入額が元金

償還額を下回って推移しています。 

元年度の借入額は前年度に比較し 1億 9,700万円減少していますが、これは一般会計におい

て、幸小学校の校舎等耐震補強等事業の実施などにより 8億 3,400 万円増加した一方、港湾整

備事業特別会計において、中央５号上屋の建設工事が終了したことなどにより特別会計で 7 億

9,800 万円、下水道事業会計において、資本費平準化債の皆減などに伴う借入額の減により 2

億 2,900万円、それぞれ減少したことによるものです。 

 
 

元年度末の市債残高は、一般会計で 440 億 2,000 万円、特別会計で 70 億 3,200 万円、企業

会計で 369 億 3,400 万円、総額では 879 億 8,600 万円となり、前年度と比較して 36 億 3,900

万円の減となりました。 

また、一般会計の市債残高うち臨時財政対策債は 208 億 8,800万円で、前年度と比較して 1

億 7,800万円の減となりました。 

 

7,672 7,932

9,441

12,383

14,293

7,483
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9,364 8,884 8,623 8,049 7,506 6,996 6,591 5,871 6,794 7,032
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（６）貸付金 

元年度の貸付金は 19 億 5,900 万円で、前年度と比較して 2 億 5,000 万円、11.3％の減とな

りました。これは、中小企業経営安定健全化資金貸付金などの減により、商工関係制度融資預

託金が 1億 4,300 万円減少したことなどによるものです。 

なお、26年度は前年度と比較して 12億 7,000万円減少していますが、これは土地開発公社

の解散に伴う貸付の終了や地域総合整備資金貸付金の減などによるものです。 

 

（７）繰出金 

元年度の繰出金は 69億 1,100万円で、前年度と比較すると 4,300 万円、0.6％の減となりま

した。これは、介護保険事業特別会計への繰出金が、低所得者保険料軽減分の繰出の増により、

1億 6,400 万円の増となりましたが、港湾整備事業特別会計への繰出金の皆減により 9,400 万

円、国民健康保険事業特別会計への繰出金が、財政安定化支援事業分などの繰出の減により

8,000万円、それぞれ減少したことなどによるものです。 

 

 
繰出金：一般会計、特別会計、企業会計の相互間において支出される経費 
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1,302 1,290 1,252 1,205

436

368 432

554

334

280
272

229 280
138

8,739

7,351 7,378

8,067

6,706

7,300
7,040

6,857 6,954 6,911

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

繰出金の推移

後期高齢

国 保

介 護

病 院

水 道

下 水 道

そ の 他

合 計百万円



- 14 - 

 

（８）普通建設事業費 

元年度の普通建設事業費は 52億 2,200 万円で、前年度と比較すると 2億 6,200万円、5.3％

の増となりました。これは、港湾整備事業特別会計において、中央５号上屋の建設工事が平成

30 年度で終了し、また、住宅事業特別会計において、若竹住宅３号棟の建替工事が平成 30年

度で終了したことなどにより特別会計で 10 億 3,400 万円、58.4％の減となりましたが、防災

行政無線（同報系）の整備工事への着手や幸小学校の校舎等耐震補強等事業の実施などにより

一般会計で 12億 5,700万円、96.4％の増となったことなどによるものです。 

なお、25年度及び 26 年度は、病院事業会計における新市立病院建設工事の実施より企業会

計で大幅な増加となっています。 

 

 
 

普通建設事業費：道路、橋、学校、公園等公共及び公用施設の新増設等に要する経費 
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◇主な建設事業の実施状況 (単位：百万円)

事業名 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

北海道新幹線建設費負担金 6 40 8

防災行政無線（同報系）整備事業 5 7 145

防災情報通信設備整備事業 6

保育所建設事業 9 285 404 27

廃棄物最終処分場拡張整備事業 9 46

新夜間急病センター建設事業 29 172 99

臨時市道整備事業 397 452 476 393 402 360 324 314 304 323

ロードヒーティング更新事業 51 79 81 122 77 45 40 49 60 82

道路ストック更新事業 70 22 28 31

橋りょう長寿命化事業(銭函高架橋耐震化事業含む) 53 157 151 209 285

高速道路周辺道路整備事業 42 41 43

河川整備事業(銭函地区河川防災事業含む) 34 35 45 96 79 79 42 24 16 26

旧国鉄手宮線整備事業 10 194 87 26 56 36

都市公園安全･安心事業 32 84 24 29 28 57 77 22

小樽公園再整備事業 56 30 58 12 22

港湾国直轄工事費負担金 36 25 24 27 40 157 203 200 135 133

臨港道路改良事業 12 25 12 13

岸壁改良事業(第2号ふ頭／第3号ふ頭) 32 74 21 38 45 19 7 19

小樽港保安施設改良事業 2 46

色内ふ頭老朽化対策事業 19 135

消防機動力増強・近代化事業(消防自動車等) 63 188 64 31 115 83 106 25 68

高機能消防指令センター整備事業 307 12

消防救急無線デジタル化事業 8 296 159

救急業務高度化推進事業(救急自動車等) 47 31 26 27

消防署オタモイ出張所建設事業 24 9 338

（仮称）消防署手宮支署建設事業 15

校舎等改築事業(手宮中央小) 34 341 872 582 247

校舎等改築事業(山の手小) 11 5 33 190 587 1,223

校舎改築事業(朝里中) 7 105

耐震補強・大規模改造等事業(小・中学校) 561 982 674 274 20 683 456 15 665

重要文化財旧日本郵船(株)保存修理事業 16 1

桜ヶ丘球場整備事業 114

[特別会計]港湾整備事業(上屋整備事業ほか) 36 10 9 19 20 56 728 282

[特別会計]港湾整備事業(ひき船建造事業) 327 328

[特別会計]住宅事業 937 349 660 460 95 163 321 574 716 121
[特別会計]産業廃棄物処分事業 1 5
[企業会計]病院事業(うち病院統合新築事業) 120 878 3,628 8,476 590
[企業会計]水道事業 825 919 953 933 927 1,015 836 1,208 903 906
[企業会計]下水道事業 1,172 967 1,062 1,067 1,453 882 797 836 784 856
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６．主な財政指標  

（１）健全化判断比率及び資金不足比率 

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣ に基づき算定した各比率は下記のとおりです。 

元年度決算では、すべての健全化判断比率及び資金不足比率が、早期健全化基準及び経営健

全化基準を下回りました。 

［健全化判断比率］ (単位：％)

早期健全化基準 財政再生基準

－ － － － － 11.74 20.00
－ － － － － 16.74 30.00

10.6 8.3 7.9 7.9 7.5 25.0 35.0
69.4 61.7 48.5 43.1 36.8 350.0

※連結実質赤字比率の財政再生基準 ・・・ H21決算40％、H22決算35％、H23決算以降30％

［資金不足比率］ (単位：％)

－ － － － － 
－ － － － － 
－ － － － － 
－ － 
－ － 0.1 0.7 2.6
－ － － － － 
－ － － － － 
－ － － － － 

－ － － 

※

簡易水道事業特別会計 ※

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

産業廃棄物等処分事業会計

（参　　考）

水産物卸売市場事業特別会計

H27決算 H28決算 H29決算 H30決算 R元決算
経営健全化基準

会　　計　　名

簡易水道事業は、平成29年4月1日付けで、地方公営企業法を適用したことに伴い、特別会計を平成29年3月31
日で廃止し、企業会計に移行しました。

H27決算指　　標　　名
（参　　考）

R元決算H30決算H29決算H28決算

将来負担比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

簡易水道事業会計 ※

港湾整備事業特別会計

青果物卸売市場事業特別会計

20.0

 
 

 

   実 質 赤 字 比 率：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

   連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字及び資金不足の合計から実質黒字及び資金余剰の 

            合計を控除した額の標準財政規模に対する比率 

   実質公債費比率：一般会計等が負担する市債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対 

            する比率 

   将 来 負 担 比 率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

   資 金 不 足 比 率：公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率 

   早期健全化基準：健全化判断比率のどれか一つでもこの基準を上回ると、財政健全化計画の策定 

   (イエローカード) ・公表が義務づけられます。 

   財 政 再 生 基 準：健全化判断比率のどれか一つでもこの基準を上回ると、財政再生計画の策定・ 

   (レッドカード) 公表が義務づけられます。また、この計画について、総務大臣の同意が得られ 

            ていなければ、災害復旧事業債等を除き市債の借入れができなくなります。 

   経営健全化基準：公営企業の早期健全化基準に相当するもので、この基準を上回ると、経営健全 

   (イエローカード) 化計画の策定・公表が義務づけられます。 
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（２）財政力指数 

元年度の財政力指数（３か年平均）は 0.443で、標準的な行政サービスを提供するために必

要な経費を市税や地方譲与税等で 44.3％しか賄えず、55.7％を普通交付税に依存している状

況にあります。 

 

道内主要都市 10市の中では、一番低い数値となっています。 

 

 

財政力指数：地方公共団体の財政力の強弱を示す指標で、基準財政収入額（標準的に収入し得る収

入額）を基準財政需要額（標準的な行政サービスを提供するために必要な支出額）で

除して得た数値の 3か年平均値。なお、基準財政収入額、基準財政需要額と普通交付

税との関係は以下のとおりで、財政力指数が低いほど普通交付税に依存していること

になります。 
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臨時財政対策債

 普通交付税

基準財政需要額

ａ　－　ｂ
                         単位費用 基準財政収入額

×

測定単位 標準的な地方税収入

                          a (国勢調査人口など) － b ×　　　　　　　　　　　　　財政力指数　＝　ｂ / ａ
× 算入率

補正係数 (市町村75%）

＋

地方譲与税など

＝地方に交付すべき地方交付

税の財源が不足していること

から、13年度から国が本来交
付すべき地方交付税額の一部

を地方自治体に借入を認める

地方債（後年度に支払う元利

償還額は普通交付税の算定

に100％算入される）
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（３）経常収支比率 

元年度の経常収支比率は 99.4％で、前年度と比較して、歳入では固定資産税などの市税が

増加しましたが、歳出では扶助費や後期高齢者医療広域連合への療養給付費負担金が増加した

ことなどにより、1.7ポイント上昇しました。 

本市の経常収支比率は、90％を超える状況が続いており、政策的な事業に使える財源が少な

く、非常に硬直した財政構造となっています。 

 

 

道内主要都市 10市の中では、一番高い数値となっています。 

 
 

 

 

経常収支比率：財政構造の弾力性を示す指標で、毎年度経常的に支出される経費に充当された一般

財源が、地方税や普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財源や臨時財政

対策債等の合計額に占める割合。数値が低いほど一般財源に余裕があり、基金への

積立てや政策的な事業を行うための財源として利用できることを示し、数値が高い

ほど財政構造が硬直化していることを示す。 
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